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食糧問題としての農業問題
ーひとつの試論一
生 田 靖
1. 食糧問題の把握方法
高度経済成長期には忘却のかなたにおかれていたというか，いな，むしろ
邪摩物扱されてさえきた「食糧問題」が，高度経済成長の終焉とともに，資
源問題の一環として登場することとなったのは，歴史の皮肉としでもいうペ
きであろうか？
ところで，われわれがこの「食糧問題」を社会科学的に検討しようとする
場合，現代の，大きくいえば世界経済の動向のなかに一国経済の問題（例え
ば日本資本主義経済）を位置づけつつ，どのような視角から把握すべき課題
なのであろうか。あるいはどのようなアプローチの仕方がもっとも科学的な
把握方法といえるのだろうか。まずこのことが重要な問題として提起される。
周知のように米国の経済学者シュルツは，一国の食糧需要と農産物生産の
量的な側面，すなわち農産物の需要と供給との関係に着目しつつ，農産物の
供給量が需要量をうわ回ったときには「農業問題」 （食糧過剰）が生じ，反
対に需要量が供給量を超過するときには「食糧問題」 （食糧不足）が発生す
る，というかたちで，国民経済のなかに食糧の問題を位置づけた。
この場合，いうまでもなく一国経済だけでなく国際経済関係やその国の社
会体制のあり方なども重要な要素として考慮されねばならないが，その問題
を便宜的に避けているところに，問題を残しているといえよう。しかしシュ
ルツのそのような把握の仕方も「食糧問題」を分析するひとつの方法である
2 (282) 食糧問題としての農業問題（生田）
ことには問遮いない。
このような把握の仕方とともに，われわれには例えばつぎにみるように種
々の「食糧問題」の把握方法が考えられる。
(1) 現状の世界のトークルな経済動向を一応摘確にその分析視野に入れな
がら， 1973年のアメリカの食糧輸出規制（わが国では俗に「大豆ショック」
と呼称されている）以来，つとに世情の上でやかましくいわれだした，いわ
ゆる食糧危機の問題として把握すること，換言すれば長期的な展望に立った
世界全体の食糧と人口とのアンバランス＝将来的な食糧不足化傾向の問題と
(1) 
して把握する，という方法である（さらにこの場合のひとつの要素として世
界的な「異常気象」の問題を加えてもよい）。
(2) あるいは(1)の場合とは全く逆な把握の仕方として，さきの「大豆シッ
ョク」の年のほぽ一年前まで数年間続いて存在していた，そうして第二次世
(2) 
界大戦後の30年間をとってみても周期的にくり返されてきたところの，米国
(1) こういう視点から把握したものとしては，例えばローマ・クラプのレポート「成
長の限界」がある。 「宇宙船地球界号」というトータルな分析視野は，ひとつの警
告として評価しうる点もあるが，それ以上に，このレボートでは社会体制の問題や
植民地時代から農業がモノカルチャー化されてきた（後述参照）第三世界の存在構
造の問題が欠落してしまっているところに問題がある。
一例にすぎないのであるが，人間が消費している食料カロリーやエネルギーにつ
いての，つぎの指摘のような格差の存在の問題などもまた見失われてしまうのであ
る。 「1970年代前後の時点で，たとえばインドの国民一人一日当り熱量は， 1990カ
ロリーで，アメリカ (3,340カロリー）の59%，日本 (2.516カロリー）の79%，蛋
白や脂質も，アメリカのそれぞれ47％と15％にすぎません。また熱量や蛋白質のな
かで占める動物性食品の割合は， アメリカの 7分の 1という低さです。畜産物を
生産するためにはその7倍から 8倍の飼料が必要とされます。したがって畜産物の
部分を飼料にさかのぼって計算したオリジナルカロリーでみると畜産消費の大きな
アメリカ人は全体で一日一万カロリー，これに対しインド人は 2千カロリーを若千
こすだけで，じつに 5倍の差になるといわれます」 （井野隆一「日本の食糧JPP. 
33-34)。なお，この「成長の限界」に対する批判については，閲恒義「ローマク
ラプと資本主義体制の危機」（「経済」昭和48年9月号 PP63以下）
(2) 農産物の世界的な過剰と不足とが， 周期的に発生するとする， 7年周期説があ
る。 （玉井虎雄「世界の食糧危機」 P.85以下参照）
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を中心とした先進諸国の構造的な食糧過剰の問題として把握することも可能
(3) 
なのである。、
(3) わが国の硯状における食糧の問題にまとをししまるとすれば，米国のい
(4) 
まや重要な輸出戦略物資の一つとなった農産物を，大量に買付け輸入してい
るという問題，つまりわが国の食糧の供給構造と消費構造のあり方の問題と
して把握するという方法もある（この点については大豆ショックと引きつづ
いた石油ショック以来， 日本のアメリカ一国への輸入依存性の大きさの問題
や食糧自給率の極端な低下傾向の問題として，しばしば論者によってとりあ
げられているところでもある）。
(4) またさらには，農産物の栽培のために化学肥料が多投され，農薬づけ
にされ，ホルモン剤等によって処理されることで複合汚染の理象が生じてき
ているという問題や広くは加工食品を含めた公害食品ともいわれる，いわゆ
る「食糧の安全性」の問題として把握することもできよう。
その他にも「食糧問題」の把握の仕方にはさまざまなものが考えられる。
いずれにしても「食糧問題」は多面的，多角的にとりあげ把握することが可
能なわけであり，またそれぞれの把握方法のなかには，それぞれ重要な課題
が含まれていることも多言を要しない。
ところで， 「食糧問題」はまずなによりもある特定の国の経済構造と直接
関連する問題であって，一国経済のあり方や動向のなかに正確に位置づけて
検討されるべき課題である，といわねばならない。例えばわが国の場合の，
かの「大豆ショック」の硯象や， 「米の過剰」と減反政策という問題など，
どれひとつをとってみても，このことがあきらかとならう。
（3) 常盤政治「農業恐慌と農産物過剰」， 津村英夫「EEC「過剰問題」と過剰府策」
橋本玲子「日本国家独占資本主義下の農産物過剰」など参照（いずれも日本農業年
報18集近藤康男絹「農産物過剰一国独資体制を支えるもの」所収）
(4) アメリカの食糧戦略と農産物過剰の問題との関連については，持田恵三「アメリ
カ食糧戦略の成立」 （近藤康男絹，日本農業年報第16集， 「第三の武器ー食糧」所
収PP,49-54) あるいは農政ジャーナリストの会編「米国の食糧戦略」一日本農業
の動きNo.35参照
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したがって，本稿では，以上に指摘した諸点についても，一応念頭におき
ながらも，まずわが国の経済の現実問題と関連させながら， 「食糧問題」を
もっばら資本主義経済の再生産構造のなかに位置づけることにおいて， 分
析，検討を加えていくこととしたい。
そういう意味で本稿は， 「現代日本資本主義の食糧問題」あるいは現代資
本主義における「食糧問題としての農業問題」へ接近するための一つの試論
ともいうべきものである。
もっとも，こういう分析，検討方法をとろうとする場合，当然つぎの二つ
の側面からのアプローチがぜひ必要である。その一つは消費財のひとつとし
ての食糧農産物という，いわば物的側面をとりあげる分析である。
他の一つは食糧農産物の生産のあり方，あるいはその生産の担い手の問題
(5) 
に関する分析である。この両者を有機的に結びつけ，統一的に分析，検討す
ることによってのみ，ここでの「食糧問題」に対する正しい認識が可能とな
るであろう。
そこでまず，物的側面としての食糧農産物を資本主義経済の再生産構造と
の関連においてとりあげ，そこでの問題点を解明するとともに，政策対象あ
るいは政策内容の問題として食糧農産物の生産のあり方や，その担い手に焦
点を合わせ分析することによって，以上この両者の問題を統一的に把握する
こととしたい。
2. 資本主義的再生産過程と食糧農産物
資本主義経済社会の基本的特徴は各種の企業体が最大の利潤を求め，めざ
して経済活動をおこなっている， いわゆる無計画的競争社会である点にあ
(5) 持田恵三氏はこの点について「農業という「特殊な」生産部門によって生産され
る」ことが問題である，と指摘されている。これだけでは農業生産のあり方やその
担い手までを問題にされているのか必ずしも明かではないが，小稿のように，問題
をそこまで詰めて検討する必要があると考える（持田恵三「不均衝発展としての食
糧問題」（「農業経済研究」第41巻，第2号， P.72)
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る。 その再生産過程は周知のとおり資本主義的再生産方式 G-Wく釦…p..
…W-G1で示される。この再生産方式は利潤の極大化とそれによる資本蓄
積の最大化を求めた拡大再生産＝資本回転の継続性を含意するものである。
ところで，この資本主義的拡大再生産が順調よく，スムースに進行してい
くためには，そうして拡大再生産という資本回転の継続性が保障されるため
には，いくつかの前提的条件の存在が必要である。
そのなかのひとつの重要な条件は消費財生産部門で生産された消費材を消
費することによって，資本主義的再生産過程において重要な機能を果し，新...... 
しい価値を生みだすところの生きた労働力が常時再生産されていること，そ
うしてその労働力が資本主義的再生産過程にくり返し投ぜられねばならな
ぃ，ということである。この点は本論の主題と直接関連するところなので，
以下やや詳しくのべておこう。
資本主義経済社会においては，労働者は労働力商品の所有者としてあらわ
れる。労働者はわが生身の労働力商品を資本に売り渡すことによって賃金を
(6) 
ぇ，その賃金によって自分自身や家族の生命，生活を維持することになる。
このことは同時に自分が販売した労働力商品なるものを，ふたたび再販売
することが可能になるように，再生産しなければならないことでもある。労
働者にとっては，そういう生き方，生活の方法しか道は存在しないのだとい
ってもよい。
ところで，労働者が生活するために，すなわち労働力を再生産するための
消費財のなかには，瑛実的にはいろいろなものが存在している。
例示的に示せば，その消費財を市場で購入し消費しなければ絶対に生活の
なりたたない，つまり労働力の再生産が不可能となるような消費財，生活が
できない，すなわち労働力の再生産が不可能であるとまではいえないが，ぁ
る程度の生活水準を維持するためには，相対的に必要性のつよい消費財，そ
(6) 労働者は自分一人の労働力の再生産だけではなく，次代の労働力の再生産を含む
わけであるから，家族全体の再生産が必要であり，ここに，資本から相対的に独占
した，いわゆる労働者家族の「生活様式」が成立することになる。
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うして別にそれを購入し消費しなくても生活のなりたつ，つまり労働力の再
生産が十分可能な消費財などなどである。
こういったように消費財を適確に分類することは，そのときどきの一国経
済の状態，そうしてその国民の生活水準や生活内容のあり方などによって異
ってくるので，なかなか厄介なことである。しかし一般的には生活必需品と
か普通生活用品とか奢修品とかいう呼称で分けられていることは周知のとお
りである。
さて，生活必需品といわれる消費財のなかでも食糧農産物（ここでは，人
間が日々食糧に供する素材としての農産物を主体にして分析をすすめるの
で，以下「食糧農産物」ということばで代表させることにする）は，いまさ
ら強調するまでもなく人間生命を養い維持する基本的な糧であり，食糧農産
物を消費しなければ， 人間は生命を保持も， 維持することもできない。 そ
の意味で食糧農産物はまさしく人間労働力を再生産するための，素材補てん
(7) 
の役割をもつ基本的必須消費財に位置づけられるのである。
つまり，一国経済を想定した場合，その国の資本主義的拡大再生産過程が
拡大再生産という点では（社会主義社会でも基本的には同様であるが）順調
に進行していくためには，そのときどきの生産力水準に質的にも対応した労
働力，再生産過程を担う主体である労働力を確保することは，欠せない絶対
必要条件であり，その労働力の再生産のためには，その国民が消費する食糧
農産物の必要量が，どうしてもどこかで生産され供給されることで確保する
(8) 
ことが必要となるのである。
さらにこの点と直接関連して，つぎの三点に注意を喚起しておく必要があ
(7) 近藤康男絹， 「食糧自給ー可能性と問題点ー」 pp.3-4
(8) 人間労働力の再生産のたゆには， 「衣食住」ということばが示しているように，
単に食糧農産物だけではなく，衣料と住居を欠かすわけにはいかない。
さらに生活水準の上昇はそれにともなった生活必需品を生みだすことにもなろ
う。しかし，人間の生活にとって食糧農産物はまず第一の基本的物資であり，これ
を消費せずには生命を維持することはできず，生活はなりたたない。ここに食糧農
産物の絶対的な重要性がある。
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ろう。
まずその一つは「労働力の再生産」ということの中身の問題である。労働
カの再生産とは単に労働力を担う人間の生命や生活の維持が可能なだけの再
生産ということを意味するのではない。人間のストックとしての「労働力」
が， いわば質的に十分に再生産されることによって， フローとしての「労
働」が十分可能になり，しかもその「労働」によって資本に対し剰余価値を
生み出しうるような，そういう「労働力の再生産」でなければならないこと
である。
逆にいえば資本に対して新しい価値（剰余価値，すなわち利潤）を生みだ
さない，あるいは生みだす能力のない「労働力」の再生産は，資本主義経済
のもとでは資本にとって無意味である，ということである。
その二つは，労働力を再生産するための商品の一つとして，食糧農産物が
存在しているわけであるが，それの使用価値的側面にとくに注目することの
必要性である。食糧農産物という商品を，その使用価値的側面からみれば，
人間が肉体のなかに摂取するというかたちで消費するわけであるから， 「新
鮮」であり， 「栄養」があり，かつ「安全」でなければならないことはいう
までもない。そればかりでなく味覚に訴えて美味しく，食生活自体が楽しめ
るようなものであることも必要となろう。
そうして，第三点として，上記の使用価値的側面とも関連することなので
あるが，資本は常に労働生産力を上昇させることによって，相対的剰余価値
の生産を求めていくわけであるから， 単に食糧農産物の量的側面だけでな
く，生産力の向上に見合うように，労働力の質を高めるための質的側面にも
関心をもたざるをえなくなるだろう。
いわば労働力の安価性という問題と労働力の質的向上とを両立させつつこ
の問題を解決する必要に迫られるのである。そうしてこのことが食糧農産物
の需要構造に彰善を与えていくことになるのである。
以上三点に注意しなければならないのであるが，ここでは，あとの二点に
ついては，直接とりあげて論ずる紙幅がないので他の機会にゆずりたい。
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このように食糧農産物を人間生活の維持のために必要な消費財のひとつと
して，その硯象面からのみだけで握えると， 「人間は生きるために食糧農産
物が必要なのだ」といった，きわめて常識的な側面が前面に浮ぴあがること
になる。
そうしてそのこと自休，資本主義的生産構造のなかに必須的条件として位
置づけられるぺき「労働力の再生産」は，経済学的に分析されるべき問題，
あるいは論理的に詰められるべき問題というよりも，むしろそういった経済
学やひとつの論理を超えた，いわば生きた人間の生命活動，人間として生き
ること，人間として生活すること，そのものを明かにするものであるかのご
とくになってしまう。
したがってまた，一見したところ，人間がこの世で生きている以上当然の
営みであるかのようにもみえてくる。 また事実そうでもある。 しかしなが
ら，われわれが資本主義経済社会における食糧問題を社会科学的に分析しよ
うとする場合には，このような常識的な硯象面のみにとらわれて，人間が生
きるためには食糧農産物を消費するのは当然のこと，として終らせてはなら
ないのである。むしろそこに重要な問題が伏在している，ともいえよう。
このことはあるいはつぎのようにいいかえる方がわかりよいかも知れな
い。資本主義的再生産構造のなかに位置づけられる労働力の担い手は，生き
た人間であり労働者である。その労働者やかれの家族が生きる，生活しうる
ためには，かれの労働力を資本に売り，そこから得た資金でもって食糧農産
物やその他の生活用品を市場で購入し，それを消費することによってのみ，
労働力を再生産すること，すなわち生活することができる。かれにとっては
そういう労働力の再生産の仕方，•生活様式しか与えられていないのだと。
この点は労働力の再生産という問題を，その担い手である労働者の側から
ではなく，反対の資本の側からみれば，さらに一層あきらかとなろう。くり返
すことになるが，資本主義的拡大再生産を恒常的に継続していくためには商
品の生産過程であるか流通過程であるかを問わず，その過程で労働を担う労
働力，そうすることで資本にとって金の卵を生みだす労働力が，いつでも手
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(9) 
当できる状態をつくりあげておかねばならない。
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そういう条件が満されておらないならば，資本主義的商品生産，資本にと
って剰余価値を生みだす生産を継続していくことは不可能になってしまう。
労働力商品の再生産過程＝消費財の労働者による消費過程は，資本が引きつ
づいて再生産を継続し，維持しうるために労働力を吸引しうる前提条件の確
立過程であるとともに，一方では資本主義的商品の価値実硯過程＝販売市場
でもある。資本の側からみて労働力の吸引を容易になしうる条件設定は，資
本主義的拡大再生産過程をスムースに進行させるために不可欠のものとして
位置づけられているのである。
さて資本主義的再生産構造のなかに，労働力の再生産と食糧農産物との関
係を位置づけて考える場合，つぎの三点を明確に認識しておかねばならない
だろう。
第一点，資本主義的生産活動のなかで生みだされる新しい価値（生きた労
働力が生みだす付加価値）、は賃金部分と利潤の形態をとる部分とに分けられ
る（すなわち表式で示せばv+m)。 したがって，賃金部分と利潤部分との
関係は，一方が（賃金）が大きくなればそれだけ他方（利潤）は小さくなる
という逆相関の関係におかれていることを意味している。
資本主義経済は，利潤の極大化を目的とする経済活動に外ならないわけで
あるから，賃金部分を可能なかぎり押し下げるか，賃金部分は一定にとどめ
るようにして，生産力を高める方向で利潤部分の培大化を求めていく（相対
的剰余価値の生産）。
したがってそのひとつの方法として，労働力の再生産価格が安くつくよう
な方策を追求していこうとすることは，いわば資本として当然の動きともい
えることなのである。労働力の再生産価格は，そのために必要な再生産費用
によって第一義的に規定されるわけである。
さきにみてきたように労働力の再生産のためのもっとも重要な要素として
(9) ここに相対的過剰人口または産業予備軍の存在意義がある， 「資本論」第一巻第
二分冊 P.821
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食糧農産物があてられるわけであるから，食糧農産物が可能なかぎり安価に
供給されうるような条件の確立を資本は論理必然的に求めていくことになる
ことは見やすい道理である。
換言すれば，一国経済の場合をとれば資本は労働力価格の安価性を望むと
ころから，食糧農産物ができるだけ安く供給されうるような合理的，効率的
な生産構造の確立あるいは供給休制の確立の方向を制度的にも政策的にも追
求していくことになるのである。
第二点として，食糧農産物の安価性を希求することから当然派生すること
になるのであるが，食糧農産物のもつべき重要な使用価値的側面は，この安
価性の前にむしろ疎外されていく可能性と危険性を多分にもつことになるこ
とである。
食糧農産物が当然保有すぺき，さきにみたような新鮮性，豊富な栄養性，
安全性，味覚性などといった点は，交換価値的側面としての安価性が第一義
的なものとなることによって，副次的なものになってしまうのだ，といって
もよい（さきの食糧農産物の複合汚染の問題とも関連する）。
さらに第三点として，食糧農産物の安価性の追求は，その生産の担い手の
生活を疎外していくことになる。わが国の農業の現実や政策がこれを如実に
あきらかにしてくれている。その一部については後述のとおりである。
ではこのような資本が求めて止まない食糧農産物価格の安価性という条件・
は， どのようにして追求され， どのようにして満されていくことになるの
か，といった点について，つぎに検討を加えることとしよう。
3. 資本主義的不均等発展と食糧農産物価格
資本主義的拡大再生産を部門分割すれば生産財生産部門（第一部門）と消
費財生産部門（第二部門）とに分けられる。そうしてこの資本主議的拡大再
生産過程が， スムースに発展的に進行していくためには，この両部門間に
は，少くともそれなりのパランス＝発展的均衡が得られねばならないとして
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(10) 
も，生産力的視点からいえば，第一部門と第二部門との間に不均等的な発展
の状態があらわれることになるのは， すでに「資本主議的不均等発展の法
則」として定式化されているところである。
つまり最終消費者の直接的な購買力（有効需要）に規定されることになる
消費財生産部門は，生産財取引が中心となる第一部門よりも資本主義の発展
過程において，必然的に資本の有機的構成がしだいに低位となり，その結果
生産力水準も相対的に劣位におかれていくことになる。これが資本主義的不
切等発展といわれるものの経済的帰結なのである。
いうまでもなく農業生産を中心とする食糧農農産物の生産部門は，二大生
(11) 
産部門のうちの消費財生産部門に属するものである。したがって当然この部
門は生産財生産部門より生産力水準は劣位となり，その発展は立ちおくれる
ことにならう。
生産財生産部門の発展に対して食糧農産物生産部門が立ちおくれることに
なる，という問題はただそれだけに終るわけではない。さらに工業と農業と
の不均等発展の問題がこれに加わるのである。すなわち同じ消費財生産部門
の内部においても農業の発展は工業の発展よりも立ちおくれてい<,という
法則が作用することになるのである。
(12) 
工業と農業との不均等発展の要因については，簡単につぎの三点について
注意を喚起するだけにとどめたい。第ーは資本主義経済が封建社会の胎内か
ら生れでるときの，農業そのものの存在条件あるいは農業の出発条件を規定
(10) レーニンは「いわゆる市場問題について」 （レーニン全集第1巻 ）にお
いて，マルクスの再生産表式を発展させ，この点を詳細に論じている。
Ql) 農業部門で生産される加工原料農産物の一部には，生産財生産部門の原料になる
ものも存在しているので，第一部門に属する，といえるものもないではない。だが
ここでは，さきにものべたように食糧農産物を中心に所論を展開しているので，そ
の点を一応捨象しているので，注意されたい。
(12) 農工間の不絢等発展の問題については，桜井豊「新しい農業政策学」 P.52以下
および田代隆「資本主義と農業問題」 （田代隆，花村仁伍絹「硯代日本資本主義に
おける農業問題」新版P.3以下）参照
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していた，封建的土地所有とかかわる問題で，いわば農業に対する歴史的規
定性ともいうべき問題である。
封建社会においては農業と工業とは一体化している。というより農業に付
随したかたちで幼稚な工業が存在していた。資本制生産はこの工業と農業と
の分離＝すなわち分業を出発点とし，その分離される封建的規制の希薄な工
業を資本がつかむところからはじめられる。そうしてこの工業部門における
資本主義的発展がその後の経済発展のイニシャチープをとることになる。
これに対し農業の場合は資本主義の出発点で，とくに土地問題で従来の封
(13) 
建的土地所有制に規制されている側面がつよくのこり，資本は工業のように
容易に農業をつかむわけにはいかないのである。つまり大きくいえば，資本
の論理にただちにはなじみ難い土地所有という壁にぶち当らざるをえなかっ
たのである。
資本の論理の貫遂は地代法則を確立することで，この問題を解決していく
ことになるが，ともかく資本主義的発展において工業よりも立ちおくれるこ
とになるのである。またそのこととも直接関連して，化学，地理学，生理学
など諸科学の農業生産への応用という側面も工業部門より遅滞することとな
(14) 
って，一層農業発展が工業のそれに対する立ちおくれが激化することとなっ
たのである。 ＂ 
第二に農業生産はもっばら土地を経営基盤とする生産活動であるが，その
土地は生産することはできない（有限である）。 しかもその所有がある特定
の人によって独占されていることから，生産力の発展を促すために必要な資
本の投入と蓄積とが制限されざるをえないという問題である。
この場合，生産力効果や投資効果は資本に帰属することなく，土地所有に
(13) この点は各国の封建社会から資本主義経済が出硯してくる，その時の状態によっ
てさまざまに異ってくる。ヨーマンリーの分解を基軸に本源的蓄積を完成するイギ
リスの場合，新開国アメリカの場合，そうして後進資本主義国ドイツ，ロシャ，日
本の場合など，それぞれかなりの相造をみせているのは周知のとおりである。
(14) 「資本論」第三巻，第二分冊， P.976
食糧問題としての農業問題（生田） （293)13 
帰属することになるため，資本の投入自体も逃避される。なおこの土地所有
の独占の問題については，すでに多くの詳細な研究業績が与えられているの
(15) 
で，ここでは多くを語る必要はないであろう。
ただこの場合に，資本主義的農業経営範疇等の成立した場合の土地所有の
独占の問題とそれに至るまでの「小農段階」の土地所有の問題とを，区別し
(16) 
てこの問題を検討すべきことはいうまでもない。われわれはわが国の現実の
「食糧問題」に迫ることこそ主眼としているわけであるから，不均等発展の｀
問題や食糧農産物の価格問題についても，のちほど検討するように，独占資
本主義段階における小農民的経営の問題へと目を向けていきたいと考える。
第三は農業生産の自然的性質に関遮する制約条件の問題である。農業生産
はもちろん人間の労働力の支出によっておこなわれるわけであり，その点は
工業の生産の場合といささかも異るものではない。しかし農業生産の主要な
内容をなしている植物の成育，動物の育成などは，工場生産の場合とは異っ
て，有機的生産活動であり，有機物の生産でもある。したがって，その生産
活動はどうしてももろもろの自然的な制約を必然的に受けることとならざる
をえない。
例えば天侯や日照時間などの気象条件は植物の成育，成長に直接影響を与
えることは，よく知られているところである。また農業の生産活動にともな
う投下資本の回転は，植物や動物の生育期間によっても，自ずから規定，制
t 約されることになる。
こういった自然的条件に規定されている制約条件は農業の場合，単に生産
過程の面だけにとどまるのではない。生産され市場で販売されるべき食糧農
産物が，主として有機的生産物であるわけであるから，工業製品とはその商
品的性格が異る場合が多い。そのため保管や貯蔵，規格，包装，輸送などの
(15) 例えば花田仁伍「資本蓄積と農産物価格問題」 （吉村正晴，都留大治郎編「経済
発展と小農法則」新版， P25以下）
(16) 常盤政治「独占資本主義段階の農業問題」（宇佐美，宇高，島編「マルクス経済学
講座」第二巻，現代帝国主義論，所収， PP.193-194)
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(17) 
流通，販売の側面においても種々の制約を受けることになるのである。
さらに有機物の生産には，その生産過程において工業生産のような単純で
機械的な（ここでは無機的生産と呼んでおこう）労働とは異質的な労働内容
を必要とする。すなわち，殻物，青果物の成育，~畜産物の育成には，もっと
も人間的ともいえる，いわゆる撫育的な労働が必要である。そうしてその労
働のあり方自体が，生産物の育成，産出成果に対して大きく影響を与えるこ
とになる，といった点も見逃してはならないだろう。
このように資本主議経済のもとで農業の発展が工業のそれに対して必然的
に（あるいは法則的に）立ちおくれていくということは，さきにみたように
農業部門における資本の有機的構成が工業部門の有機的構成よりも相対的に
低位におしとどめられていくことを意味している。
したがって，農業の生産力が工業の生産力よりもしだいに劣位になってい
くわけであり，その結果として生産力水準と価値規定の関係からすれば，エ
業生産物に対して食糧農産物の価値は相対的に大きくなっていくことになら一
閃8)
この場合，資本主義的農業経営（したがって土地所有関係では近代的土地
所有）の成立と存在を前堤にすれば， 食糧農産物は平均利潤の法則ではな
く，価値によって直接規定されることになるわけであるから，地代部分の上
昇＝増大というかたちで，食糧農産物の価格はしだいに騰貴することとなろ
肥
つまり資本主義経済がその胎内にもっている農工不均等発展の法則は食糧
＇農産物の価格を工業生産物のそれよりも相対的に高くしていく法則ともいえ
るのである。農工の不均等発展は労働力の再生産価格を基本的に規定すると
(17) 拙稿「農産物の出荷段階における若干の問題」 （三稿時雄編「戦後日本農業の史
的展開」新版P.159以下）および「青果物の規格と包装(I)(II)」（「関西大学商学
論集」第20巻，第2号および第21巻第2号所収）参照
(18) 花田，前掲稿， P,85
(19) リカアードのイギリス資本主義の命運を含意した「比較生産費」の命題もそこに
あったといえる。なお花田，同稿P.56参照
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ころの，食糧農産物価格の上昇へと結びつき，労働力の価格，すなわち労賃
を騰貴させ， 一応生産力条件を一定とすれば， 利潤部分を減少させ， 利潤
率を低下させる方向へと作用する。
このようにして，農業の資本主義化のすすんだ産業資本主義段階のイギリ
スの一時期にみられるように， そのまま放置しておけば， 殻物価格の騰貴
→賃金上昇→利潤率低下→地代騰貴という硯象へと結果していくこと
(20) 
になるのである。
いずれにしても法則的にいえば，資本主義経済の発展は農業と工業との不
均等的発展の激化から食糧農産物価格を高騰化させる傾向へと導き，このこ
とから利潤率の傾向的低落を結果するという二律背度に直面するのである。
だが資本主義の独占段階に至るとすぐあとで検討を加えるように，小農民
的経営が幅広く滞留残存することとも関連して， 食糧農産物と工業生産物
（とくに独占資本の生産する商品）との間に不等価交換関係が成立すること
となって，さらにこういった関係のなかで，種々の国家独占資本主義的な政
策的テコ入れもなされることによって，問題の解決が計られていくことにな
るのである。
4. 独占段階における農工間の不均等発展の
激化と不等価交換関係
本格的な本源的蓄積期をへて，農業部門においても資本主義化のすすんだ
典型的資本主義国イギリスの場合は，資本主義の成立と発展の過程における
食糧農産物価格の騰貴傾向ー→したがって労働力価格（賃金）の上昇ー→利
潤率の低下という相克関係，すなわち資本にとっての農業問題の激化，とい
う矛盾を解決する方法として，自国の農業のなかにそれを求めることを回避
し，国外農業に求めていくこととなった。というよりも，さきにもふれたよ
(20) 持田，前掲稿， P.75, もっともこの現象は19世紀の第四・四半期の「地代のない
アメリカ処女地農業」の登場で農業恐慌をともないながら解決されていった。
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うにアメリカ処女地農業の世界市場への登場は，農業恐慌となってヨーロッ
(21) 
パ農業を席排し，イギリス資本主義は自国の農業の犠牲において，新たな対
応，発展を求めたのであった。
すなわちイギリスはアメリカを中心とし，さらにその他の広汎な植民地か
ら，安価な価格で食糧農産物を輸入することにおいて， いわば「植民地農
業」にイギリス資本主義の農業問題を転化していったのだ，といってよいで
あろう。 「世界の工場」イギリスのもっていた先進資本主義的経済力（工業
カ）と帝国主義的権力とが， そういったこの問題の解決形態の道を求めさ
せ，またそれを可能にしたのであった。
ところで，後進資本主義国の場合は資本主義の出発点で，先進資本主義国
ですでに相当程度まですすんでいた工業面における資本制生産の方法や技術
を輸入することになったが，そのことによって，同時に資本主義的不均等発
展の激化法則そのものも必然的に輸入することとなった。
それに土地所有制度など農業をとりまいていた封建的な遣制も手伝って，
(22) 
農業の資本主義化は一層押しとどめられ，小農民的経営をはば広く滞留させ
つつ，いち早く独占資本主義の段階へと移行していくことになるのである。
独占段階に至ると工業部門における「独占価格」の形成と食糧農産物の
「価格水準の低迷」と農業部門における相対的過剰人口の存在による「構成
的失業」とが相互に作用し合うことによって，農工間の不均等発展は一層激
(23) 
化せざるをえなくなる。
とくにこの不均等的発展を激化させる要因として，独占的企業の商品にお
(21) 栗原百寿「農業問題の基礎塊論」 PP.232-234
(22) ここでいう「小農民的経営」とは，厳密にいえばマルクスの規定した「分割地的
農民経営」でも，ェンゲルスのいう範疇としての「小農経営」でも，どちらでもな
い。むしろ具体的にはわが国の農業生産の担い手を念頭においているので，農地改
革後成立した自作農的土地所有のもとにおける農業経営を， そうして強いていえ
ば，農民層の分解基軸の，いわば中心に据えられてきている農家層を指すもの，と
理解していただきたい。
(23) 栗原百寿「農業問題入門」 P.245
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ける独占価格の形成と農業における小農民的低農産物価格の形成という市場
(24) 
構造のあり方，両者の不等価交換関係の成立に求めることができよう。
工業部門に出現する独占的企業は，その市場支配力にもとずいて，またそ
れを強化しつつ自企業の製品に，フルコスト原則を採用して独占価格を設定
し，種々のマーケッテング手段を構ずることで，市場でそれを実硯しようと
喜：
これに対して小農民的経営はまず自家の農業生産を継続し，家族労働力を
再生産しつつ生活を維持していくためには，独占的企業のつくりだす商品
（独占価格商品）を購入せずにすますわけにはいかなくなってしまってい
る。
ところが，小農民的経営で生産され市場にだされる食糧農産物の価格は，
さきの独占的企業の価格決定機構とはまった＜逆であって，市場は完全競争
的であり，またその商品的性格も手伝って，費用価格 (C+V)あるいはしば
しばそれ以下の価格でしか市場で実現しえない仕組みのなかにおかれること
となるのである。つまり小農民的経営が生産した食糧農産物の価格水準は，
利潤ではなく農民的生活水準を基準にして形成されていくことになるのであ
る(206)
(24) 花田仁伍「農産物価格問題ー農工不等価交換問題を中心に一」「経済」（昭和45年
10月号P.104以下）
(25) 松石勝彦「独占資本主義の価格理論」 P.169
(26) この点，現実問題としてはやや複雑である。小農民的経営の周りに労働力市場が
開けており，その市場からの吸引力もつよく，労働力の流動化が容易であるとすれ
ば，生産した農産物の市場価格が恒常的にc+v水準以下の線を続けるとすれば，農
業経営に投じている労働力の一部を離農させたり，兼業化させるというかたちで，
徐々に農業経営の粗放化がすすんだり，劣悪な家族労働力の代替化がおこなわたれ
りするであろう。あるいは場合によっては一挙に離脱農へとすすむかも知れない。
しかし現実には労働力市場の実態，土地所有の問題，生活環境の問題，家族構成
の状況などその他複雑な要素と，のちにのべるように小農民的経営自体が独占段階
の相対的過剰人口の存在形態のひとつとなるために，常に分解基軸の上昇をともな
いながら（もちろん農業政策ともからみ合って）滞留することになるのである。
なお，農産物価格形成における農民的生活水準の貫遂形態について，栗原百寿氏
は「第ーは農業の種類（耕種，養蚕，畜産等）および農作物の転換， もしくは技術
改善による農業生産力の向上による農業生産構造の変動」形態「第二はいわゆる副
業への進出」形態．「第三は小商品生産農民の農業離脱」形態「第四は農民騒擾な
いし農民運動」形態と四つの形態を指摘されている（栗原，前掲「基礎理論」 PP.98
-101)。
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独占段階における，このような両者の価格決定構造の相遮から，小農民的
経営がその農業生産活動によっ・て生みだした剰余価値部分は（もちろん資本
主義的経営ではないので擬制的なものであるが）市場機構を通じて，独占的
企業の手中に流れ入み，独占利澗の源泉として吸いとられてしまうことにな
(27) 
るのである。
このような不等価交換関係の成立の結果として，そうしてのちほどふれる
ようにその他のさまざまな政策的効果の結果として，結局資本ののぞむよう
に食糧農産物の価格水準は低迷を続けることとなり，このことが結果的に労
働力の再生産価格安＝低賃金条件を導き出し，利潤率の上昇に寄与すること
なるのである。
5. 国家独占資本主義の食糧政策
可能なかぎり安価な食糧農産物を安定的に確保できる条件，また生産力の
高まりにも対応した（つまり質的に向上した）食糧農産物を手当てできる条
件を確立する，そうして資本主義的拡大再生産を順調に継続的に維持しその
面で保障していく，これが食糧農産物に求められる「資本の論理」であり，
資本の食糧農産物に対する要求でもある。
しかしこの「論理」 「要求」は食糧農産物という商品に対する，いわば物
的側面からの要求であり，もうひとつの側面として，それを生産する農業部
門のあり方，あるいは生産の担い手の問題がある。むしろ前者の物的側面の
「論理」 「要求」は，後者の条件を整備することによってのみ満されるわけ
である。
つまり，もっと具休的にいえば，一国の硯実の農業のあり方や生産の担い
手を一応の前提条件として，そこにどういう政策的な手段を講じていけば，
さきの「資本の要求」が満され， 「資本の論理」が貫遂されうることになる
のか，ということであり，このことが国家独占資本主義段階に至ると，きわ
(27) 松石，前掲書， P.184
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めて明確な政策課題として打ちだされることになる。以下，わが国の農業を
主として念頭におきながら（後進資本主義国に共通する側面を多くもってい
るのであるが）この点について検討することとしよう。
(i) 小農民的経営の保護政策
独占段階においては，農民層は常に両極分解的傾向をはらみながら，また
その分解基軸が上昇化しながらも，広汎に滞留を続けている小農民的経営が
食糧農産物の生産の担い手として残存する。この小農民的経営に対する政策
的なテコ入れ，すなわち保護政策が国家独占資本主義の重要な食糧政策のひ
(28) 
とつとして打ちだされる。
この政策はこれからみるように，小農民的経営の「温存」政策であり，ま
た資本にとって都合のよい相対的過剰人口を再生産していく政策ともいうべ
きものである。さらに一見矛盾するようであるが，この政策はこれとは逆な
「切捨て」政策（後述） と並存して採用されることにもなるのである。
独占段階で滞留することになる，ここでいう小農民的経営というのは，一
応農業生産のための資本と土地と労働力とが三位一休化している経営形態を
(29) 
さしている。しかもその生産活動自体は自給部分をもっているとはいえ，商
品生産＝価値生産活動という点では，他人労働を擁取せず且つ拡大再生産を
(28) 後進資本主義国ドイツの保護政策については，栗原， 前掲「農業問題入門」 PP.
264~266,参照。なお，先進資本主義国イギリスの場合にも，後進資本主義国の場
合と若干質的な相造をもつか，「小農地設定政策」があった（栗原， 前掲「基礎理
論」 P.260以下）。
(29) 三位一体化というのは，小経営的生産様式のことをさすのであり，さきにもふれ
たように，ここでの「小農民的経営」というのは厳密な意味の範疇としての「小農」
経営ではなく，後進資本主義国に幅広く残存滞留することになる「資本主義化しな
い農業経営の形態」をさしている。したがって農地改革後のわが国の自作農もこの
中に含まれるものである。なおわが国の自作農の性格については，川上正道，上原
信博「農業政策論」＜新阪＞P.27以下参照，および日高馬「日本の小農」（「経済J
昭和46年6月号P.118以下参照。
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至上命令としないという以外は，他の資本主義的生産活動と異るものではな
し‘
゜
ところで独占段階において，農業生産部門を担い，農業生産活動をおこな
ぃ，食糧農産物を市場へ販売して生活を維持する「小農民的経営」の経営形
態的特徴は，現実のこの経営形態の経済活動をふまえつつ，マルクスの「分
(30) 
割地農民」範疇から類推すればつぎの点にある，といえよう。
すなわち，小農民的経営といえども，その農業経営のために自己の資本を
投じ，土地（その土地はここでは自己所有であることを前提としているが，
他人所有である場合も同じである）を利用しているわけであるから（また資
(31) 
本主義経済の三位一体的定式たる資本一利潤，土地ー地代，労働一賃金範疇
が確立しているわけであるから）その経済活動の目的に労賃部分の確保はも
ちろんのこと，利潤や地代の確保をおくことになるのは当然のことといえよ
界
だが実際の，その経済活動の成果として，現実的，客観的には利洞や地代
に当る部分を得ることは困難であり，ょうやく農業生産のために投じた労働
力に対してのみ，その再生産のための労賃に当る部分が与えられることにな
る。
つまり小農民的経営が生産した食糧農産物を市場を通じて販売することに
よって，自分たちの農民的生活水準が維持できるような労賃部分さえ実現で
きるならば，農業生産を維続し，食糧農産物を市場に供給することになるの
である。
したがって，もしこのような労賃の部分に当るものでさえも得ることがで
きないとすれば，その生産，経営活動が維持，維続できなくなり，生産は活
動を止めてしまわざるをえなくなる。つまりこの小農民的経営の経営的限界
は家族労働力の再生産＝農民的生活水準の維持＝労働一賃金範疇にあるわけ
(30) 「資本論」第三巻，第二分冊P.1032
(31) 同 P.1043以下
(32) 花田，前掲「農産物価格問題」（「経済」 PP.130-131
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である。
そうして第二に，資本主義の発展がもたらす資本の有機的構成の高度化に
よって，独占段階においては労働市場の狭隣化が一層厳しくなり，そのため
に小農民的経営自体が相対的過剰人口の存在形態のひとつとなって，さきに
みたような独占的企業のつくり出す商品と食糧農産物との価格決定構造の相
逮とそういう市場を通じて，いわば不等価交換による構造的な搾取関係の再
生産が可能な条件をつくりあげてしまっているのである。
しかも第三に，国家独占資本主義段階に至ると小農民的経営は，単に安価
な食糧農産物の生産の担い手＝供給者という性格以上のプラスアルファーが
(33) 
与えられるようになってくる。つまりさきにものべたように小農民的経営が
相対的過剰人口の存在形態として，常に安価な労働力という金の卵を工業部
門に排出するばかりでなく，労働力を弾力的に調節する貯水池にもなり，ま
たきびしい資本主義的階級対立の激化のなかでは，社会的緩衡帯層の役割に
位置づけられることにもなるのである。
このような性格が考えられる小農民的経営を，資本の包摂する労働力の再
生産のために必要な食糧農産物の生産者＝供給者として， 「温存」していこ
うとする政策が醸成されてくるのは，しごく当然の，資本の論理にかなった
ことといえるであろう。
これを逆説的にいえば，さきにみてきたような不等価交換関係＝搾取関係
の状態を個別資本の論理のおもむくままに放置しておくとすれば，農工間の
不均等発展は一層檄化し，不等価交換関係の激化を通じて小農民的経営は，
そのうちに単純再生産の維持，維続させ不可能となってしまって，崩壊して
しまう方向へと速度をつよめる可能性と危険性をもつわけである。その行き
つくところは， せっかくの安価な食糧農産物の安定的な生産＝供給の担い
手，相対的過剰人口の存在形態，社会体制の安定帯層としての小農民的経営
は姿を消してしまうことになり兼ねないわけである。
したがって，不等価交換＝搾取関係の状態も，いわば程度の問題ともいえ
(33) 持田，前掲論文（「農業経済研究」 P.77)
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るのである。この小農民的経営を喰いつぶしてしまっては元も子もなくなっ
てしまう。小農民的経営を殺してしまわず，その分解をある程度の限度にお
しとどめつつ，かといってその経営的発展には手をかすこともなく，資本の
利益を保障する許容範囲で，存在し続けてくれることが資本にとってもっと
も望ましいことなのである。
ここに総資本の意志による安価な食糧農産物を安定的に供給できる構造の
強化策のひとつとして，相対的過剰人口の再生産策として，そうして資本主
義社会体制の安全弁の維持策として，小農民的経営を保護していく政策が登
場することになる。
この保護政策の具休的な施策は，それぞれの国の農業構造のあり方で異っ
てくるが，一般的には（まず最初関税障壁を設けるというかたちで保護貿易
政策を出発点としているが）食糧農産物の価格安定，支持政策であり，それ
(34) 
に農地政策や各種補助金政策などで補完される。
しかしこれも逆説的にいえば，この種の政策は資本にとっては，両刀の双
のようなものである。小農民的経営を保膜していくためにあまりにも多くの
財政的支出が必要になるとすれば，それは総資本にとっても負担になりすぎ
る。
例えば，主要な食糧農産物の価格を安定させ，小農民的経営の所得を保障
するための財政負担が大きすぎたり，あるいはその所得均衡政策によって，
相対的過剰人口の存在が漸次解消していき，産業予備軍が枯潟しかかる，と
いったようなことになるのは，総資本にとっても決して望ましいことではな
いからである。
したがって，この小農民的経営の保護政策は，総資本にとって好ましい効
果があらわれ，かつ財政的にも許容されうる限度内でのみ採用されることに
なる。だからこの保護政策が採用されることによって，食糧農産物の低価格
状態が抜本的に解消されるわけでもなければ，農工間の所得の均衡が達成さ
れるわけではもちろんない。小農民的経営は相対的過剰人口の存在形態とし
(34) 常盤，前掲論文（「硯代帝国主義論」 P.224) 
ヽ
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て常に再生産されることになる。
つまり独占段階における小農民的経営の保護政策は，独占資本に都合のよ
い限度内での保護政策であり，そういう意味では，小農民的経営の発展政策
では決してありえない。実はここに，この故策の存在意議と限界と矛盾が存
在する，といえよう•°
(i)農業の構造改善政策
資本にとって金の卵を生む労働力の、その再生産費を基本的に規定するこ
とになる食糧農産物を、安価に安定的に確保するための（すでにのべたとお
り、それだけの目的ではなく、他の機能と並存することでこの役割りを果す
ことになるのだが）ひとつの政策として、小農民的経営を保護するという政
策は前述したとおり、総資本にとってそれなりの積極的な意義があった。し
かしながら、この政策にはかなりの非生産的な財政支出をともなうかぎり、
そこに総資本にとっても、限度と限界の存在することについてもすでに指摘
したとおりである。
例えば、この保護政策の具休的中身のひとつに、小農民的経営で生産され
る食糧農産物の価格を財政的に支えながら、小農民的経営の所得をある程度
の線まで保障していこうという政策を採用することになるだらう。だが、こ
の政策はあからさまな「資本の論理」からすれば、一種の無駄な財政支出政
策である、ともいえよう。 ・
つまり農業の直接的な生産基盤に対して投資することによって、農業の生
産性を向上させる。そのことから合理的、効率的な農業経営条件を確立する
＝食糧農産物の生産条件を改善、向上させる、そうすることで食糧農産物価
格の低廉化と安定化をもたらす、と同時に全体的な労働生産力の発展に見合
った食糧農産物の質的改善をも求めていく、といったいわば資本の求める方
向とは必ずしもストレートになじまないものであり、政策である。
したがって、その論理的結果として、さきにみたように小農民的経営への
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保膜政策費の支出に対しては、ある許容限度内にとどめながら（すなわち財
政的支出を圧縮しながら）同時にこの政策と並行して、もうひとつの政策で
ある。食糧農産物の長期的な低価格供給対策＝資本にとっての、 より合理
的、効率的農業経営の育成政策が追求されていくことになる。
そういう意味では、 この政策を、 さきの保護政策の延長線上に位置づけ
て、選別的保護政策とするのが適切であるかも知れない。この政策が農業に
おける構造改善政策であり、小農民的経営を選別的に暫次「切り捨て」てい
(35) 
く政策であり、かつ一種の農業における生産性向上政策に外ならない。
この種の構造改善政策は単に安価な食糧農産物を安定的に、しかも工業の
生産力の発展に見合った食糧農産物の供給体制の確立のみをめざすものでは
なく、以下にのべるような二つの効果をも同時にその政策期待のなかに秘め
ているのである。
その一つは、当然この政策が実施される過程でとりあげられることにな
る、農業の生産基盤などの整備のための各種の事業や、あるいはそれがとと
のえられたあとに、おのずから必要となり、 また効果ともなってあらわれ
る、農業閲連資材市場の拡大である。端的にいってしまえば資本にとっての
農村購買市場の拡大である。
二つは農業部門から安価で良質の労働力を工業部門へ吸収することが容易
になる効果である。この政策は、いわば一種の上からの、個別農業経営規模
の拡大政策に連鎖するわけである。したがって、この政策が採用されること
によって、それまで農業経営に結びつけられていた労働力や、もしこの政策
が実施されなかったとすれば、将来とも必然的に農業経営に結合されること
になったであろう、すなわち農業経営に投ぜられたであろう労働力の、一定
部分が農業部門から析出されることとなって、工業部門はこの労働力を安価
に容易に吸引することが可能となるのである。農業の構造改善政策は、資本
のための安価な労働力確保政策のひとつである、といわれるゆえんである。
(35) 同 P.229
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(ii) 国際分業論的食糧政策
国家独占資本主義の段階に至ると、各資本主義諸国は国際的にも国内的に
も、複雑でそれぞれ一国だけでは解決の困難な食糧、農業問題をかかえ込む
こととなった。例えば世界的な食糧農産物の生産と消費、需要と供給の状況
だけをとってみても、さきにもみたように小農民的経営の保護政策、農業の
構造改善政策、そうして食糧農産物の過剰生産＝輸出国の農産物価格支持、
輸出政策（とくにアメリカ）、 さらにはモノカルチァー化してしまった後進
国の農業状態なども加わって、国際間において食糧農産物の過剰と不足の共
存状態を生みだした。また一国内においても、ある作目では過剰、他の作目
では不足しているというような共存状況の矛盾を生みだすこととなるのであ
る。
そうして前述のような小農民的経営が滞留、残存する国においては、資本
主義的不掏等発展が生みだす農業面へのしわよせは、決して止むことなく続
き、農業危機は激化し、前記のような各種政策採用との間に、いたちごっこ
のような悪循環は、 さらに悪化の道をたどりながら維続していくこととな
る。
こういった一般的な状況のなかで、もし自国よりも安価な食糧農産物が外
国で生産され、それが余剰化の状態にあって、簡単に輸入することが可能で
もあり、かつその相手国も輸出を望んでいるとすれば、さらに加えて、その
食糧農産物を輸入する代りに自国で生産する工業製品の輸出市場を開拓、拡
大しうるとすれば、食糧不足国や、比較的食糧農産物コストが高くつく国
は、食糧農産物の輸入政策の採用の方向へと向うのは、当然の成り行きとも
考えられるであろう。
資本主義的不均等発展が生みだすことになる、複雑でもともと資本にとっ
て解決することのやっかいな農業問題が、食糧農産物を輸入する国の資本に
とって、前述のように一石二鳥ともいうべき一定の利益を与えながら、解決
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することを可能にするからである。
他方、食糧農産物の過剰生産国にとってはどうなのか。これらの国におけ
る生産過剰の問題も、やはりその国の独占段階の農工不均等発展の激化と、
それに対応せざるをえない農業政策とが生みだした結果なのでもある。過剰
食糧農産物の処理問題をかかえる国にとっては、経済ベースの輸出でそれを
処理することが可能となって、そのために必要であった財政負担を軽減しう
るだけでなく、食糧農産物の輸出入関係を恒常化、固定化することによっ
て、輸入相手国の農業状態を自国に都合のよう方向にモノカルチャー化して
いくことも可能となる。
ここに目にはさだかに見えるわけではないが、 「胃の腑」を通ずる新植民
地的な強力な「食糧の傘」ができあがるのである。もちろん国際分業論的な
食糧政策は、国家独占資本主義段階の専売特許ではないが、とくにこの段階
に至ると、この種の貿易政策は産業資本主義段階とはまた異った意義が与え
られることになるのである。
周知のとおり、外国貿易という国際分業論の理論的基礎は、リカアードの
「比較生産費説」によって与えられた。そうして先進資本主義国ィギリスの
場合、ホットな股物法論争を通じた地主と資本との抗争をへて、殻物・法の廃
止へと向い、さらに植民地からの安価な食糧農産物の輸入へとおもむいた。
かくして高い地代をともなったイギリス農業は、 1874年頃からはじまるアメ
リカ農業による世界農産物市場の再編成の前にもろくもくずれ去っていった
のである。
またイギリス資本主義は一部の植民地農業をモノカルチャー化してしま
い、他の帝国主義国とともに、現在の後進諸国の主要な食糧農産物の不足状
態＝食糧危機を導く、いわばその基盤ともいうべきものを帝国主義的に築き
(36) 
あげていったことも見逃してはならない。
わが国の場合は、昭和25年の MSA協定によりアメリカから過剰小麦を受
(36) 例えばイギリスとインドとの関係について吉信胤「資本主義と国際分業」（小野
一郎，行沢健三，吉信胤編「世界経済と帝国主義」新版， P.47以下参照）
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け入れることになったが、これが食糧農産物輸入政策のそもそもの出発点
となったもの、といえよう。もっとも当時は、戦後の困乱が続く食糧不足の
時代であったから、・輸入すべき条件をもっていたわけであったが、その後食
糧増産政策が実を結ぴ、食糧農産物の自給休制が整備されるなかにおいて、
いち早く「高くつく食糧農産物の生産政策に放棄し、安い食糧農産物は可能
なかぎり輪入していく」というその後の食糧農産物の輸入構造をつくりあげ
る、大きな契機となったものとして注意されねばならない。
昭和30年代に入ると、主としてアメリカから安価に輸入が可能な食糧農産
物については（作目や品目によって若千の遣いがあるのは当然のことである
が）それまで採用してきていた生産第一主義ともいうべき政策を順次放てき
し、輸入によってまかなうことを主体とする政策へと方向転換を行っていっ
たのである。
もっとも、そういう政策転換の裏には、アメリカのもつ強大な農業生産力
の優位性と、そのことが生みだす過剰農産物の果積を背景に、わが国に対し
て貿易の自由化を迫ってきたということも見逃しえない。だが基本的にはわ
が国の資本の論理が働いたことの帰結なのである。ともかくいまやアメリカ
はわが国食糧農産物市場に確固たる地位をきずいてしまったのである。
．その行きつくところ、今日のような世界で類例をみないほど短期間に急激
な食糧自給率の低下をまねき、同時にまた食糧農産物の生産の担い手の後退
をも引きおこすことになってしまった。
ところで、 「資本の論理」から食糧農産物の物的側面と価格的側面をみれ． 
ば、わが国の場合、国際分業論にもっともなじむ商品である、といえるかも
知れない。わが国よりも品質の点ではともかくも、最近まで比較的安価な食
糧農産物が少くとも外国で生産され、外貨さえあれば輸入することが可能で
あったからである。
しかし、まず第一に、食糧農産物は国境をもつ各国民が、日々人間として
生きていくための必要不可欠な物財であること、第二に国民の生活が基礎と
なってつくりあげる国民経済全体の健全な継続と発展、つまり国民経済の再
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生産構造の、食糧農産物の生産者は重要な担い手であること、この両者から
判断すると、食生活の主体となる食糧農産物は、たしかにひとつの「商品」
ではあるが、単なる「商品」とはいえないもの、として位置づける必要があ
るのではないか。
資本主義国、社会主義国を問わず、各国が自国の主要な食糧農産物に対す
る政策として、まず自国内で可能なかぎり生産増大にとり組み、そうして余
ったものは輸出に向ける、足りない場合だけ輸入するという基本的な方向を
採用していること、したがって、各種作目の総生産量に対して貿易量の割り
合がきわめて低いこと（一番割合の高い小麦の場合で16彩、米の場合はわず
かに 3彩一昭和48年）は、このことを証左するものといえよう。
換言すれば、主要食糧農産物は世界の各国にとって、一種の「社会財」あ
るいは「社会的絶対必要財」ともいうべきものとして存在しており、国際分
業論的にいえば他の商品とはやや異った取扱いの必要な商品として位置づけ
るべきものである。
